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第　５　章

ネットワークの特性と費用便益分析
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第５章　ネットワークの特性と費用便益分析第５章　ネットワークの特性と費用便益分析第５章　ネットワークの特性と費用便益分析第５章　ネットワークの特性と費用便益分析

                東北大学大学院情報科学研究科教授        森杉 壽芳

                東京工業大学大学院理工学研究科助教授    上田 孝行

１ 一つの経済システムとしてのネットワークの捉え方一つの経済システムとしてのネットワークの捉え方一つの経済システムとしてのネットワークの捉え方一つの経済システムとしてのネットワークの捉え方

ネットワークという用語は多方面で使用され、日常的に厳密に定義しないで使用さ

れることも多々有る。それと同様に、ネットワークが生み出す外部性という概念も厳

密に定義されないままに言われ、伝統的経済学において議論されてきた種々の外部性

との異同についても曖昧な場合がある。費用便益分析の立場からは、とりわけ、便益

／費用として多数の項目を計測するという実務的な立場からは、まずは、いわゆる “ネ

ットワークの外部性” を含むネットワークの種々の特性を明確に定義する必要がある。

公共投資により整備される社会基盤施設の多くは、ある程度の空間的な広がりを持

ち、その範囲で一つのシステムとして機能するという意味でネットワークの構造を持

つ。その代表は交通施設と通信施設であり、それらのネットワークは言うまでもなく、

ノード(結節点)とリンク(区間)で表現される。また、ネットワークを含む経済システム

では、宮城(1994)を参考して、次のような経済主体(利害関係主体)を想定することがで

きよう。

    利    用    者)　サービスの消費者であり、家計、企業の両方を含む。

    サービス生産者)　インフラ(施設)を使用して、資本、労働、その他を投入してサ

                     ービスを生産する主体。

    インフラ所有者)　インフラを建設して保有し、インフラを使用するサービス生産

                     者から料金を徴収する。

    政          府)　家計から一括税を徴収して、サービス生産者とインフラ所有者

                     に補助金を支払う。

  これらの主体は、必ずしも相互に独立ではなく、実際には同じ主体が兼ねている場

合も多い。例えば、国鉄時代の鉄道では、政府がサービス生産者とインフラ所有者も

兼ねており、また、自家用車の場合は、利用者が自ら運転しているという意味で交通

サービスの生産者を兼ねている。

２ ネットワークの特性ネットワークの特性ネットワークの特性ネットワークの特性

ネットワークの特性は、第一に、これらの主体の内、どの主体の視点で見るかによ

って分類され、第二に、ネットワークを構成するノードとリンクに着目して分類され
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る。前者の視点からは、ネットワーク外部性と言っても、消費／生産されるサービス

がネットワーク内での経路またはリンクペアでラベル付けされることを除けば、伝統

的な経済学においてよく知られた概念に他ならない。リンクとノードに着目する後者

の立場からは、公共投資がネットワークの物理的条件のどの部分の改変を意図してい

るのか、そして、それがネットワーク全体の構造を通して最終的にどのようにサービ

ス水準を変化させるかが重要になる。港湾、空港の整備は主としてノードの改良であ

り、道路や鉄道の整備は一般にはノードとリンクの両方の改変を含む。

宮城(1994)はこのような主体の中で特にサービス生産者の重要性を指摘しており、し

かも、その行動をノードとリンクからなるネットワークの構造との関係で捉える必要

があることを主張している。交通経済学あるいは公営企業論をはじめとする伝統的経

済学においては、このサービス生産者の行動について料金規制や参入規制の観点から

多くの研究が蓄積されてきたが、実際の費用便益分析で扱うとの同じ程度の現実的ネ

ットワークを想定した分析はほとんど見られない。

以上の基本的な立場を踏まえ、最近特にネットワークの外部性と呼ばれるいくつか

の概念を明確に整理し、そして、それらを経済学における伝統的な概念と対応付けて

みる。なお、ネットワーク一般における外部性の定義は、宮城(1994)が、通信ネットワ

ークにおける外部性については、三友(1995)が参考となる。

①ネットワークの接続範囲の拡大①ネットワークの接続範囲の拡大①ネットワークの接続範囲の拡大①ネットワークの接続範囲の拡大

  ネットワークの外部性として強調されるのは、ネットワークの接続範囲が拡大する

事が、そのネットワークに参加する個々の利用者にとって望ましい、あるいは効用の

増大をもたらすという性質である。接続範囲の大きさが通信のようにネットワークへ

の総加入者数で表わされると、加入者数が増えるほど個々の利用者の効用が増大して、

さらに加入者数が増加するというメカニズムが働く。個々の利用者が接続する番地に

よって区別されるとすれば、ネットワークによって提供されるサービスは、少なくと

も番地のペア数だけはあり、ある番地の利用者は総加入者の数だけ多様なサービスを

利用できるようになる。ここで、注意すべきは、これは実際に利用されるサービスの

総量が増大していくことで後で述べるようなサービス生産者の規模の経済を経て料金

(価格)が低下することだけでなく、実際にはそれだけの数のサービスを全て利用されて

いなくても、利用できる可能性(option)が拡大することから効用が増大するという効果

もあることである。

②サービス生産者の規模の経済性②サービス生産者の規模の経済性②サービス生産者の規模の経済性②サービス生産者の規模の経済性

サービス生産者が規模の経済性を持つことは伝統的な経済学において多数論じられ

ている。ネットワークの観点からは、リンク部分での規模の経済性とノード部分での

規模の経済性に分けて考えることができる。リンク部での規模の経済性は、リンク部

に関する費用に固定費用が存在するとして、例えば、バス、列車あるいは船舶などの
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一台当たり資本費や運行費用が固定費用となり、その乗車人数や積載量によらず凡そ

一定額を要する。乗車人数や積載量の一単位当たりの平均費用に含まれる固定費用は

低減していく。また、リンク部でも、港湾や空港などでも、積み替えなどを行うため

のクレーン等は同様に固定費を発生させ、規模の経済性を持つ。さらに、サービス生

産者はリンクとノードの両者で発生する規模の経済性を活用して、自らがネットワー

クの中でサービスを供給する範囲を効率的に決定して、複数のサービスを供給するこ

とによる範囲の経済性を実現できる。例えば、空港会社が拠点空港を中心にしてハブ

アンドスポーク型の路線網を形成して、複数路線の輸送サービスを供給するなどであ

る。

③混雑③混雑③混雑③混雑

  リンク部やノード部にはそれらを同時に利用できる上限である容量があり、そのた

め、多数のサービス生産者が同時に利用する際には混雑が発生する。混雑現象は、一

般に、社会的限界費用と私的限界費用を乖離させることになり、サービスが効率的に

供給されない結果になってしまう。

④インフラ建設の規模の経済性④インフラ建設の規模の経済性④インフラ建設の規模の経済性④インフラ建設の規模の経済性

  ネットワークの形態を有するインフラは、その建設において規模の経済性が発揮さ

れる。複数のリンクが接続しているノード部では、ノード部が共有されているために

建設費用が節減される。ただし、あるノード部に対して後からリンクを追加して接続

していく場合には、ノード部の大規模な改良が必要になる場合もあり、必ずしも建設

費用の節減が期待できなくなる。例えば、ターミナル駅において鉄道新線が追加的に

接続する場合に大規模な高架工事や地下工事が必要になる場合などがそれに当たろう。

  以上のように、ネットワークの各部で潜在的には規模の経済性が発揮される可能性

があり、実際にそれは多くの場面で顕在化している。しかし、規模の経済性が常に顕

在化するとは限らないことにも注意が必要である。特に、ある限られた空間の中でネ

ットワークを発展させていけば、ノードやリンクが密に配置されていくことになり、

既に出来上がっている部分と接続するための改良工事などは追加的に多大な費用を要

する場合もあり、また、後から追加される部分の建設は工事がより困難な箇所となる

場合が多いため、費用は増加する。利用者から見ても、ノードやリンクが密になると

交差点部などでの混雑が増大してサービスレベルが低下していくと考えられる。従っ

て、規模の経済性はネットワークがある程度の規模を越えて密になると発揮されにく

くなることに注意しなければならない。
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３ ネットワークの特性を明示した便益帰着分析と主要な便益／費用項目の計ネットワークの特性を明示した便益帰着分析と主要な便益／費用項目の計ネットワークの特性を明示した便益帰着分析と主要な便益／費用項目の計ネットワークの特性を明示した便益帰着分析と主要な便益／費用項目の計

測法測法測法測法

先に整理したようなネットワークの特性を明示したモデルは、交通ネットワークを

例として、本章付録「一般化された交通ネットワークの便益帰着分析」のように表わ

すことができる。このモデルのフレームで、社会資本整備の便益(費用)の発生と帰着の

構造を考えると、表１のような便益帰着構成表にまとめることができる。表中のそれ

ぞれのセルには、ネットワークに関わる主体と影響の項目別に便益／費用の計算式が

記されている。細部については、付録にあるモデルの解説を参照されたい。

ここで、その表に現れる各項目の計測に際して注意を促すべき点として、以下を列

挙しておく。

① 便益／費用の計測に当たって、サービス需要量／供給量および内生的に決定される
価格や時間などの変数は、事業の有無のそれぞれの場合について、均衡モデルによ

って算出しなければならない。これは、交通需要予測に用いられる４段階推定法を

典型として、均衡概念と整合的でない手法で予測した場合には、変数間の整合性が

保たれない(例えば、分布交通量の予測で用いるサービス変数と分担交通量で用いる

その水準が乖離しているなど)という問題を回避するために必要である。

 

② 特に、交通ネットワークの場合は、既にネットワークを対象とした均衡理論の膨大
な蓄積が有り、また、規模の経済性や範囲の経済性が顕著でない場合については、

既に実務レベルでそれを適用するための計算機パッケージソフトがパソコンレベル

で利用できるように多数開発されており、かつ、ほとんどが容易に入手可能である。

それらを積極的に活用するべきである。

 

③ 規模の経済性や範囲の経済性が顕著な場合の均衡計算については、理論的には既に
ある程度の蓄積(例えば、小森・上田・宮城・森杉(1998))が有り、それら実務へ適用

するための数値解法(例えば、Naguraney(1993))についても現在積極的に開発が進めら

れているので。それらを参考にして計算に取り組まなければならない。

 

④ サービス生産者の費用関数については、それを推定するに当たって統計的な取り扱
いに十分な注意が必要であり、特に規模の経済と範囲の経済が存在しているかどう

かを費用関数から確認しておく必要(例えば、公共交通の事業主体について宮城・中

津原(1995))が有る。

 

⑤ いずれのセルについても、便益／費用額を算出するには厳密には線積分の処理が必
要であるが、実務的には第２次項までの近似を前提として、いわゆる台形公式によ
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る計算も可能である。ただし、事業による内生変数の変化が大きい場合には、線積

分の区間を複数の区間に分割して、その区間毎に台形公式で近似して計算し、その

上で分割した区間の全部について合計する方が正確(上田・森杉(1996)を参照)である。

 

⑥ これまで存在していなかったリンクやノードが新たに整備される場合には、新規の
サービスが提供されると見なすことができる。表１において、料金や所要時間の変

化による利用者便益は線積分の形式ではあるものの、いわゆる消費者余剰の変化分

で計測するものとしてある。しかし、これまで存在していなかったサービスについ

ては事業無の場合の一般化価格(所要時間も金銭化して含めた費用)を無限大と設定

して消費者余剰の変化分を計算することになり、需要関数が非常に安定的に推定さ

れない限りは、計算された便益は著しく信頼性を欠いてしまう。そのような場合に

は、一つは、新規サービスともっとも代替的な関係にある既存サービスの一般化価

格をもって新規サービスの整備無の場合の価格とすること(上田(1996))ができる。そ

して、もう一つには、新規サービスと代替的なサービスのグループを定義して、グ

ループ全体に対する需要と代表的な一般化価格を算出し、サービスのグループに対

する消費者余剰の変化分で便益を定義すること(上田・森杉(1996))ができる。この方

法であれば、整備無の場合に新規サービスの一般化価格が無限大であったとしても、

それへの需要も存在しないため、グループ全体の代表的一般化価格は既存の代替的

なサービスの一般化価格について、平均などの代表値として算出されることになる。

従って、整備有無の両方の場合についてある有限な安定した値として代表的一般化

価格が定義されることになる。

 

⑦ 整備によって新規サービスが提供されるようになることは、ネットワークの外部性
として言われる接続範囲の拡大が利用者の効用を高めるという特性に直接的に関係

する。新規のサービスが提供されることは、それが需要として顕在化するだけでな

く、潜在的な選択の多様性を広げる。このような選択の多様性による効用を表現す

る効用関数として、Miyagi and Morisugi(1996)、小林(1991)はロジットモデルにおけ

るログサム関数が適している事を論証している。また、近年の新貿易経済学や新経

済地理学(例えば、Krugman(1991)など)では伝統的にミクロ経済学で用いられてきた

CES型効用関数がサービスの Varietyがもたらす効用を表現できるものとして多用さ

れている。小林(1991)は選択の多様性が広がることが効用をもたらすのは、利用者側

が持つ不確実性(Demand Side Uncertainty)を考慮した場合に期待効用が増大すること

に起因すると解釈しており、その上でロジットモデルのログサム関数が期待効用を

表わすとしている。従って、このような選択の多様性の便益までも計測する場合に

は、ロジットモデルのログサム関数または CES関数と同じ形式の効用関数(厳密には

間接効用関数)を用いて、それと整合的な需要関数を推定して便益を計測する必要が
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ある。第４章３-２で解説されているような確定論的な一般均衡モデルでは、このよ

うな Optionや Varietyによる効用は外部性として表現されることになり、いわゆるセ

カンドベストの状態が発生する要因になる。従って、このような効用の変化も他の

外部性と同様にセカンドベスト経済の下での間接便益として計測する必要があろう。

 

⑧ 一方、災害時の代替路が確保されるという、いわゆるネットワークの冗長性がもた
らす便益は、サービスの供給側にある不確実性に起因している。新規サービスがこ

の意味で利用可能になる場合には、災害時と平常時についてネットワークの信頼性

解析に基づいてサービス供給量と価格・所要時間等を計算する必要が有る。その上

で、ネットワーク全体を一つのシステムと見なして、その信頼性の向上に対する支

払意思額の変化(例えば、多々納(1997)、上田(1996)など)を算出する必要が有る。

４ 料金設定に応じた便益帰着分析料金設定に応じた便益帰着分析料金設定に応じた便益帰着分析料金設定に応じた便益帰着分析

ネットワークの特性として、規模の経済性と混雑の存在が重要であることは既に説

明した通りであり、そして、それらの特性は限界費用料金を正当化する根拠となって

きた。費用便益分析の立場からは、本来はサービスの料金がどのように形成されてい

るかについても、複数のシナリオを設定して、端的に言えば、料金の設定毎にそれぞ

れを異なる事業代替案と見なして比較評価しなければならい。しかし、実際には料金

設定を様々に変えて分析を行うことは非常に少ない。

表２は、表１の便益帰着構成表で表わされるような整備事業に対して、交通サービ

スの生産者が限界費用料金を設定している場合について便益帰着構成表を示したもの

である。この表１と表２の違いは、表１では交通サービスの生産者が被る費用変化が

固定費用の変化とサービスの供給量に依存した可変費用の変化の両方を含んでいるが、

表２では固定費用だけである点である。従って、限界費用料金の場合には、社会的便

益を構成するのは、いわゆる時間短縮便益やサービスの利用に伴って利用者が付帯的

に負担する費用の節約便益が主であり、交通サービス生産者の収入増加はキャンセル

されている。

　なお、混雑緩和によって既存サービスの所要時間が変化することの便益は、ネット

ワーク全体の全てのサービスについて所要時間が計算されている場合には、既存サー

ビスについての消費者余剰の変化分を計測することで便益を算出できる。ただし、金

本(1996)が指摘するように、既存サービスについて混雑税(時間費用に関する限界費用

料金として)が課されている場合には、既存サービスの混雑緩和便益を算出する必要は

ない。

５ 今後の研究と実務の方向について今後の研究と実務の方向について今後の研究と実務の方向について今後の研究と実務の方向について

ネットワークの特性、とりわけ、規模の経済性については、従来から社会資本サー
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ビスの特徴として挙げられながらも実際の交通需要予測やそれに基づく費用便益分析

では十分には考慮されてきたとは言いがたい。規模の経済性や範囲の経済性あるいは

選択の多様性と言った特性は伝統的に経済学の中で分析されてきた概念であり、特に

交通経済学、公営企業論、あるいは産業組織論などで盛んに議論されてきた。しかし、

実際に空間的広がりを持つネットワークを具体的に取り扱う形で経済理論が発展した

とは筆者には見えない。一方、交通計画あるいは交通工学の分野ではネットワークを

数学的に表現し、かつ、実際のデータを用いて交通量等を推定する手法が精力的に開

発されてきた。しかし、経済学が伝統的に議論してきたこれらの概念を明示した分析

は乏しいと言える。経済学と計画・工学の両方の知見を活かし、かつ、実務に供し得

るような理論と手法の開発は、筆者が見る限りは、これまでの知見を丁寧に整理する

労力は要するものの、特段に新しい概念を構築するといった仕事ではないように思わ

れる。ネットワークを一般化して扱う手法は、サービスの数を表わすラベルを多用せ

ざるを得ないことを除けば、伝統的な経済学の理論と整合させることは難しくない。

現在、中央官庁で用意されている費用便益分析のマニュアル(指針)は、残念ながら、ネ

ットワークの特性を明示した分析を解説しているとは言えない。マニュアルは理論や

手法の発展を受けて常に改定されるべきものであるとすれば、是非とも、ネットワー

クの諸特性を明示したマニュアルが目指される事を望みたい。
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